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1.はじめに
我が国の農業政策については,これまで相当長い期間,農林(水産)省と与党の農林関係議員
との二人三脚で進められてきた.その伝統的な行政の進め方に,近年外側から三つの大波が打ち
寄せているように思う.その最大のものが政権の交代(平成21年9月)であることは勿論だが,
これに先んじて平成11年に制定された｢行政機関の保有する情報の公開に関する法律｣ (平成
11年法律第42号.以下, ｢情報公開法｣という.)と,これから一層市場性を増す農産物の価格
制度と関連して｢情報管理｣の問題も,いずれ劣らず大きなインパクトがあるものと考える.
情報公開については,法制定以後既に10年が経ち,何となく違和感を覚える公務員がいるも
のの,同法の定めるところに従い行政が展開されてきた.しかし,農産物(特に米)に関する規
制が緩和され,先物市場-の上場が論じられる時代を迎えても,情報管理との関連で農業政策決
定のプロセスがどうあるべきかを検討した様子はない(註1).
以下,これまでの政策決定プロセスの概要を紹介した上で,米価形成と施策の関わり合い,他
の分野での政策決定方式との違い,政権交代による決定プロセス変更の有無等を採り上げ,この
問題について考察してみたい.
なお本稿は,平成22年9月東北大学大学院(農学研究科)の現代展環境政策特論で講じた｢農
業政策決定過程論｣の一部を基礎としつつ,大幅に加筆したものであることをお断りしておく.
2.政策決定のプロセス
さて最初に,多少教科書じみて恐縮だが,農業政策決定に関する従来の手順を述べておきたい.
行政の課題は課ごとに検討が行われ,省としての方針が纏まられると各省に示し,与党や関係
●財団法人農林水産長期金融協会･常務理事
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団体の了解を取り付け実行に移される.この間,大臣･副大臣･政務官の了解を得ることは勿論
であり,これらの意思決定(確認)は通常文書で行われる.ただし,期間を定め(無期限を含む),
省として保存するのは起案文書(公印を押す公文関係等)だけで,それ以外は通常保存しない.
全体の業務の流れを概観すれば, ※や※※の箇所は前後することもあるが,次のとおりである.
もとより処理すべき案件の内容によって, 1ラウンドこれを行えば済むものもあれは,数次に亘
り｢節目,節目｣に行う必要があるものもある.
なお,外部(マスコミを含む)に対する説明は,最終段階(閣議決定など)のほか,必要に応
じ,随時行われている.
○農業政策決定の手順
･課内での協議
1
･部長･局長の判断(了解)
1
･官房-の連絡(了解)
｣
･大臣等の判断(了解)
■
要すれば,最終的には閣議決定
文は,関係団体等-正式通知
通常は文書･ただし公的に保存はしない
通常は文書･ただし公的に保存はしない
通常は文書･ただし公的に保存はしない
※各省との協議(法制局審査,財務省査定を含む)
※※与党･関係団体の了解(含む戸別根回し)
起案･決裁･文書保存
起案･決裁･文書保存
このうち,本稿で問題として取り上げるのは,行政と｢与党･関係団体｣との協議の部分(※
※)である.その具体的な決定方式は後述する.
政策の多くは,法律･予算･税制などを通じて実現されるから,国会(特に与党)の同意を得
ることが必要であることは,言うまでもない.
うち,法律は,立法権が国会に属するにも関わらず,内閣にも法律提出権を日本国憲法は認め
ていることから,実際に提出される法案の約9割が内閣提出法案である.また,予算については,
政府案の国会承認が前提であるから,各省とも要求内容を広く説明し,了解を求めている.ただ
し,農政の場合には,主要なもの(例えば米政策)に関しては,事業執行段階のものも,与党の
了解を得て進めるものが少なくない.
また,施策を実施する前提である現状の把握(統計データ)の取扱いも,重要なものについては,
上記施策の場合に準じて,時期の前後はともかく何らかの形で説明(資料配付)を行ってきた.
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3.米穀管理の変遷
次に,農業政策の重要な柱である｢米穀管理の変遷｣について略述する.
戦後の米穀管理は,終戦直後の極端な食糧不足からスタートし,長く配給統制が行われてきた.
国が生産者から全量を購入し,消費者にこれを売却する｢食糧管理制度｣である.生産者価格･
消費者価格の二重価格制がとられ,それぞれ米価審議会で基本的に年一回決定された.
その後,生産調整と併せて昭和44年に自主流通米制度が設けられたが,当初は全農支所と卸
売業者代表との交渉により決定された年間同一価格,次いで一定の価格帯の中での卸売業者の指
し値制度が用いられた.更に平成2年には,産地晶種銘柄ごとの需給動向を反映した価格を形成
することが必要であるとして, (財)自主流通米価格形成機構が設立された.
平成5年には水稲の大不作を契機として緊急輸入が行われ,またウルグアイ･ラウンド交渉が
事実上決着したことを受け, ｢食糧管理法｣は翌年廃止,現在は｢主要食糧の需給及び価格の安
定に関する法律｣の下で,国の業務は備蓄米の管理等に限定され,流通は消費者ニーズの多様化
に対応するべく大幅に緩和されている.また,米穀取引の指標とすべき適正な価格の形成を図る
ため, (財)全国米穀取引･価格形成センターにおいて入札取引を利用することが期待されるシ
ステムとなっている.
しかしながら,同センターの上場数量は近年極めて限定的で,期待された価格形成の機能を発
揮していない.例えは, 21年産の米の定期取引を見ると,上場数量はわずか2万トン, 1月27
日以降は取引が行われていない.適正な価格形成と実需者のリスク-ツジの必要性から,昭和
14年以降行われていない米の先物取引について,制度の有効性や商品として適正に関する議論
が活発となっている.
4.統計･施策の決定･公表の具体的プロセス
その一方で,上場が実現した場合,価格に及ぼす影響が大と考えられる　①統計, ②施策の決
定･公表の手続に関しては,問題意識が欠如し,等閑視されたままとなっている(註2).
行政官も研究者も,年1回の米審での価格決定時代の意識が,継続しているのではなかろうか.
システムが現在のまま維持されると,先物取引の場ではもとより,実物取引の場であっても,徳
述する｢インサイダー取引｣に類似する不公正な事態の発生が懸念される.以下,統計･施策の
両部門について,農政の現システムを他の分野のそれと比較しながら考察する(以下に記述する
状況は,現役及び最近退職したOBに直接確認したもの).
1)統計
ア　まず,内外の経済統計の作成･公表の実態をみる.
①　まず,最近話題となった情報漏れの例一昨年11月の直嶋経済産業大臣(当時)のGNP速
報値フライイング事件を採り上げる.同日の東京ロイターは, ｢経済産業省関係者によると,
直嶋正行経済産業相は16日,午前8時から都内のホテルで行われた石油連盟との懇談会で,
7-9月期国内総生産(GDP)の数字を同日8時50分の公表前に漏らしていた｣と報じている.
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これに関連して翌日の日本経済新聞･春秋は, ｢金融市場では,たった1秒の時間差に天文
学的な額の投資マネーが滑り込む.経済閣僚が｢知らなかった.失礼しました｣と笑って済ま
せる話ではない｣と厳しく批判しつつ,ワシントンの経済指標の速報記事送信での自らの失敗
(用を足すに外に出たら,二度と入室できず)を交え,公表の厳しさを紹介している.同紙関
係者に改めて照会したところ,米国では次のような実態にあるという.
･ GDP速報等の発表の際は30分前に資料が配付された部屋-の入室が許可され,発表まで缶
詰め状態(トイレで遅刻や中座は即刻アウト).
･記者はその間にネット･電子媒体用の速報記事をパソコンの記者端末で書き,解禁時間と同
時に本社に原稿を送信(かつては電話回線確保のためだけに直前本社と繋ぎ放し状態に).
･解禁前の記事送信や外部-のメール送信を防ぐための監視装置あり.
②　関連して米国農務省の統計データの公表についても,言及しておく.ワシン′トンの大使館勤
務経験者の言によると,同省のデータには,シカゴの穀物相場に大きく影響を与える可能性の
もの(例:作付け予想,収穫予想,輸出入量)が少なくないため,次の措置を取っているという.
･データの作成は行政とは独立した部局が担当し,公表前は行政部局(農務長官を含む)にこ
れを伝えることをしない.
･重要データの公表は,金曜夕方のことが多い.
③　次に,我が国の事例,経済産業省の作成する｢鉱工業生産指数｣である.同省関係者によると,
･経済産業政策局でも独立した｢調査統計部｣の経済解析室鉱工業指数グループが担当であり,
セキュリティの確保された部屋(ICカードがないと入退出不可)で作業を実施.
･対外公表前の時点では,その結果を記した書類は,実質的な担当者のみが所持.説明等のた
めに部屋から持ち出す場合は部数を必ず確認.
･部長･局長等には説明の際に手交するが,その後直ちに回収(大臣にも直前に秘書官から伝
えられるのみ).
･プレスとの関係では,公表日当日,経済解析室職員立ち合いの下,公表時間の数分前に資料
を裏返して配布, NTT (電話)の時報に合わせて解禁(表返しにしてよい).その後,記者
会見室でブリーフィング.
④　更に, ｢日銀の短観｣も,次のような取扱いとなっている.
･市場の開く直前の8時50分の発表と同時にHPにアップされるが,総裁ほか役職員もその
時点で内容を承知.
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･この発表は｢解説なし･計数のみ｣で行われ,暫く後に調査統計局長からレクを実施.
イ　これに対し,農林水産省の米に関する統計(例えば作況指数)の作成･公表手続は,それほ
ど厳重なものとはなっていない.
･データは,統計組織の出先機関が調べ,地方農政局統計部が取り纏め.
･本省では大臣官房統計部生産流通消費統計課が担当.米関係について格別の取扱いをしてい
る訳ではない(註3).
･統計数値は取纏め後,行政部局(大臣を含む)に連絡.
･本年9月30日の公表は, 17時の解禁期限つきで当日10時半から事務方の記者説明, 14時
過ぎから副大臣の定例会見で発表.マスコミとの信頼を基礎に.
･なお,施策に関する情報と同様,農林関係議員-事前に資料配付をしていた時期あり.
作況指数は農政上の重要データであるが,過去にはその公表日以前の新聞に載る事態も生じて
いる.例えば,平成5年(URの決着年･大冷害年)における2度目の作況指数について,次の
ような報道(全県の指数付き)が行われた(下線は海野).
0朝日新聞(10月29日夕刊)
1993年産米の10月15日現在の都道府県別作況指数(平年- 100)が明らかになった.
○毎日新聞(10月30日朝刊)
農林水産省は29日, 1993年産水稲作況指数(10月15日現在)と94年度から2年間の
都道府県別の減反目標面積を畳表上皇.
筆者は,朝日新聞が公表予定資料を事前に入手して報道,その入手先は国会議員の在京又は
地方事務所からであった可能性が高いと推測し,その取扱いが適切でないことを意見具申して
きた.その効果か否かはともかく,現在では省外に事前に資料酒己布をすることはなくなった.
2)施策
次に,日銀による金融政策と比較しながら,農政の決定方式について,自民党時代･民主党時
代の別に状況を述べる.
ア　金融政策の決定方式(日銀金融政策決定会合)
･同会合は,年に14回開催(通常月は月1回∴別に4月と10月の月末に少し長い将来にわ
たる経済見通しを議論)され,金融政策の運営(金利の変更,金融政策手段の変更,経済金
融情勢の判断)を議論し決定する.
･現在のメンバーは,白川総裁,山口･山口両副総裁のほか,須田･野田･中村･亀崎･宮尾･
森本の6名が審議委員である.
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･財務省と内閣府から,担当大臣又はその指定するもの(最近は副大臣)が出席し,意見を述
べることは可能である.ただし,議決の延期を提案できるが議決権なく,議決時には委員会
室から一時退席する.
･政府からの出席者-,当日の議論の参考のため,日銀の事務当局のまとめた簡単な経済分析
資料が, 2営業日前に財務省,内閣府に届けられる.当然のことながら対外秘扱いで,委員
会でどのような決定が下されるかは全く当日の議論次第である(多くの場合総裁以下執行部
は大体予想がつくが,たまに外れることも).
･事前の根回しは一切なく,財務大臣から総稗大臣-の連絡も不可である.もとより与党幹部
は事前にその内容を知りえない.
イ　農業政策の決定方式
①　自民党政権時代の方式(2の※※ ｢与党･関係団体｣との協議)は,具体的には次のように
して行われていた.
･省内の政務3役の了解を得る(前)後に,まず農林部会において議論を重ねた上で了承を取
り付け,農林部会長等が政審･総務会の了承を取り付ける.
･これに先立ち,同部会所属の農林議員幹部(元前大臣他)のみで会合を持つ.
コアのコアから順次拡大,最後は全ての国会議員が参加し得る部会に諮る.
(必要に応じ,農業者団体と協議を並行して行う)
･実際には,それぞれ会合前に,出席者-個別に資料説明(根回し)を行う.
根回しが行えない場合,資料配付で代えることもある.
(地元に帰っている議員の場合,議員会館の秘書からFAXをすることもある)
･更に,これらの説明を行うことを,政調事務局の担当に事前に説明する.
･この方式は,予算概算要求の決定においても行われ,伝統的に｢農林部会での了承後省議決
定｣することとなっていた(国土交通省は,省議決定したものを部会で報告).
換言すれば,これから農林水産省が決定しようとする概算要求の内容は,根回しを通じて相
当広い範囲の国会議員に情報が伝わっていた.部会で円滑に了解を求めるためには,むしろ
当然必要なことと言えた.
･上記方式は,個別の施策を決定する場合においても採られた.例えば,平成19年に｢米の
消費量が年々減少する中で生産調整の実効性が確保できていないこと等｣から｢作況99で
ありながら,大幅に下落する異常事態｣が生じ,これに対処するため,以下の事項を内容と
する｢米緊急対策｣ (10月29日･農林水産省決定)を講じることとなったときにも,上記
手順に従い行われた(対策の前提として,米の作付面積,作況,流通見込量等説明も含めて).
なお,米価(相対取引価格)は,同年12月を底に持ち直した.
0米緊急対策の概要
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･政府は,備蓄水準を適正水準(100万トン)まで積増, 34万トンを年内に買入.
･全農は,自らの版売残10万トン相当量を非主食用(飼料)へ処理(政府助成あり).
②　民主党政権の決定方式は,政権が年度の途中からスタートしたこと, 1年足らずで鳩山政権
が退陣したこと,代表選挙に見られるように党内で意見が大きく異なっていることから,必ず
しも固定的なものとして捉えることができない面がある.
実際,政権発足当初の構想(2009年のマニフェスト-鳩山政権の政権構想5原則)には,
原則2に｢内閣の下の政策決定に一元化｣を明記しており,政務3役が中心になって施策を決
定するシステムを掲げたものと判断できる.
原則1官僚丸投げの政治から,政権党が責任を持つ政治家主導の政治-.
原則2　政府と与党を使い分ける二元体制から,内閣の下の政策決定に一元化-.
原則3　各省の縦割りの省益から,官邸主導の国益-.
原則4　タテ型の利権社会から,ヨコ型の秤(きずな)の社会-.
原則5　中央集権から,地域主権-.
また,同政権が批判する｢官僚内閣｣や目指すべきひな型･ ｢英国型政府｣ (註4)に関する
文献をみると,与野党と問わず議員と接点は｢大臣｣に集約され,党から独立して行政を行う
体制を志向していたように判断される(第1図参照).
与党　　　野党
行政府　　　　　　日　本　　　　　　議会
第1図　政官関係の日英比較
出所:山口二郎r戦後政治の崩壊｣より引用
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･しかしながら,最近柱, ｢政務調査会(部門会議)復活｣ ｢政策決定の政府一元化を前提に,
党側が政策立法や法案作成に関与できる仕組みを構築｣ (2010年7月30日･日本農業新聞)
の状況にあり,併せて,野党自民党の部会にも3役の承認を得て官僚が出席をしている実態
を見ると,上記構想とはかなりかけ離れていると言わざるを得ない.
･ ｢2010年夏の予算概算要求｣の決定方式に当たっては, 8月に政策について民主党･部門会
議で集中的に協議を重ねた上, 8月31日午後早々の同会議での了承を得た後,省内調整会
議(省議)が開かれ,ここで決定されている.換言すれば, ｢党-事後報告｣ではなく,上
述した自民党時代の方式が踏襲された(註5, 6).
･部門会議-は政務3役が出席するが,党の関係者(会合座長等) -は必要に応じ,政務3役
の了解を得て,事前説明することとなっている点も,旧来と大きな違いはない.
･個別の施策決定に当たって,党との関係でどのような形で取り扱われるのかは,必ずしも明
らかではない.例えば,平成19年の過剰米対策と類似の状況にあるが,民主党は価格下落
時の対策として戸別補償政策を軸にしていることから,緊急買入には否定的だが, ｢米価の
下落問題とは別の問題としての備蓄米対策｣については含みのある発言をしている.
5.統計･施策の決定･公表に関する情報の管理等
次に,以上述べたシステムを情報の管理･守秘義務の面から見てみる.
1)農林水産行政における実情
･外部に対し全て秘扱いの情報ならば,公務員には守秘義務(註7)があり,もとよりこれを
外部に提供することはできない.
･他方,一部の者(与党関係者)に限って公開できる情報については,その範囲内である限り,
各省の公務員に守秘義務違反の問題は生じない.また国会議員や国会議員の秘書も特別職の
国家公務員(守秘義務あり) (註7)であるから,情報の漏洩は起こりえない筈である.しかし,
守秘義務のないもの(国会議員の私設秘書,団体関係者)の存在や,根回しの実態(控室で
守秘義務のない者が聞き耳を立て得る議員会館)を踏まえ考えると,現状の情報管理は到底
十分とは言い難い.
･なお,現政権下の農林水産省では文書に｢機密指定｣を附し,外部-の漏洩を防こうとする
動きが最近見られる.部外秘の文書か否かを明らかにし,公務員としての守秘義務(違反は
懲戒処分の対象)の対象か否かを明確にする点では意味があると思うが,情報公開法の下で
は余り効果はない.
同法第2条第2項は, ｢行政機関の職員が職務上作成し,又は取得した文書｣のほぼ全て
(2の凶で公的には保存しないとしたものを含む)を対象にしており,例外は第5条各号に
列記するもの,即ちi)個人情報･法人情報, ii)国の安全,外交,公安情報, iii)公開に
より率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれのある審議等に関する情報　等に限られて
いる.いずれにも該当するとは考え難い文書については,いくら機密指定を行っても,それ
を以て公開を拒否することはできないのである.
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もっとも,この制度による公開には請求から1ケ月間の猶予が与えられている(第10条)
ので,機密指定は｢時々刻々動きのある経済-の直接影響を防ぐ役割｣を果たしているとは
言い得る.
2)インサイダー情報の取扱いに厳しい分野
さて,米に関する統計(作況指数,作付面積等),施策の検討状況(政府の行う備蓄･輸入の数量等)
は, ｢見えざる手｣が働く世界にあっては,米の価格動向に大きな影響を与えるファクターであり,
実需者や投資家の関心の対象であることは言うまでもない.
このような価格に直結する情報の管理に関しては,既に金融商品の分野での取扱いが先行して
いる.即ち,金融商品取引所の上場会社の業務に関する重要事実(株価の騰落を左右しうるなど,
一般の投資家の投資判断に著しい影響を及ぼしうる情報,会社の意思決定に基づく情報か否かは
問わない)で公表前のものは, ｢インサイダー情報｣として特別な取扱いが行われており,当該
上場会社等関係者(及びこれらの者から情報を知り得た者)でこれを知ったものは,その情報の
公表後でなければ株式の取引等を行ってはならないとされている(金融商品取引法(昭和23年
法律第25号)第168条).
これは, ｢偏在情報の不公平利用の禁止｣ (註8)を具現化したものと言われるが,何も金融商
品に固有の原則ではない.農業政策や統計についても,決定･公表前の情報は広い意味での｢イ
ンサイダー情報｣であり,取扱いによっては深刻な問題を惹起する可能性を有する点では共通で
ある.問題は先物取引に限らないが,特に米穀の上場が行われれば,直ちに顕在化することは必
至である. ｢インサイダー情報｣の基づく取引が禁止されるべきであることは当然であるが,そ
のような事態が容易に生ずる環境(政策決定過程)が放置されることも,容認されないであろう.
6.現行システムが成立する諸条件
我が国の農政決定システム(統計の作成･公表を含む)を2-6で述べてきたが,現在の農政
の決定過程とその情報管理について,歴史,外国･他分野の事例と比較すると,極めて特異なも
のであることを再認識させられる.与党幹部との事前協議をしながら農政を展開する方式は,必
ずしも国会議員の多数から賛同を得られない方策(例えば,選択的拡大,米価の抑制,転作の実
施等)を推進するためには必要不可欠であり,かつ,非常に効果的であったことは間違いがない.
筆者もその恩恵を受けた一人である.ただしこの方式は,価格が時々刻々変動することのない時
代だからこそ,採用し得たとも言えるのではないか.
東京穀物取引所『東京米穀取引所史』 (2003)の資料編には,明治11年1月から先物相場の
価格が掲載されており,国が米の流通機構まで直接介入する｢米穀配給統制法｣ (昭和14年)の
施行を控えた昭和14年7月が,その終鳶の時期どなっている.
しかし,先物取引の行われたこの時代の行政決定のシステムは,今日とは全く状況を異にして
いた.明治はもとより,普通選挙が行われ議会(政党)によるチェックがある程度行われていた
昭和の時代であっても,総理大臣は議会勢力の動向とは直接関係なく天皇が任命し,行政は天皇
の官吏が動かしていた.米の輸移入を緊急に行う事態が生じても,与党に相談した上で決定しな
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かったことは言うまでもない.
戦後は毎日相場が立つ状況でなかったことは,既に4で述べたとおりである･つまり,日々刻々
変動する価格制度と本格的な政党政治の並立という意味では,今まで経験したことのない時代を
我々は迎えようとしているのである.
またこのシステムは,行政府と立法府の仕事が混然一体となった我が国システムの典型でもあ
る.内閣提出法案が9割を占める一方,個々の施策決定に与党の事前了解をとる独特のシステム
である.これは大統領制の下で立法は専ら議会が行い,行政は各省がその責任で行う米国とも,
各省大臣の責任で与野党から距離をおいて行政を実施する英国とも,大きく異なっている･
7.まとめ
農政の対象は農業就業人口でみると,減少したとは言え260万人を超える･わずか10杜を相
手に行政を展開する電力分野などとは,同列に論じられない･また,全国各地で広く行われてお
り,多勢の国会議員が一方ならぬ関心を有している･もとより筆者は,このシステムに関与する
個々人の資質･品格を疑うものではなく,全ての者が同一条件で取引に参加できること,その公
平さが求められる中で,これまでのシステムを継続について危快を抱くのである･
これについて,農林水産省はどのような対応を講じるべきなのか･
･与党(団体関係者を含む.以下同じ)との協議の全て(根回しをすることも含む)を公表･
公開して行うか,
･与党の意見は聞いても, ｢御意見は承ったが,決定は政府が独自に行う｣とのみ答えるのか,
･与党には一切相談しないか(事後報告),
･立会(月～金　9:00-16:00)を考慮して,重要情報を公表する方式採用するか,
(金曜夕方～月曜朝の間に,党との調整を行う?夜間に部門会議開催?)
･それとも, ｢インサイダー取引｣類似の不公正な取引が生じる僧れありとして,先物取引等
自体を認めない(註9)か,
これは,外野(官僚OBを含む)が論ずるべき問題ではなく,当事者(現役官僚)が考究すべ
き問題である.いや｢政｣の主導を掲げる現政権下にあっては, ｢政｣の判断を仰ぐため,官僚
が整理すべき課題と呼んだ方が適切かも知れない.しかし,いずれ何らかの解答を出さなければ
ならないことは,必定であると考える,
註1)農業政策の在り加こついては大臣官房等の担当部局で検討されるが,政策決定のプロセスについては
各針一斉に行政評価制度が導入されたことを除き,狙上に上ったことはない･また･農林水産省の直
轄研究機関である農林水産政策研究所その他の研究機関でも研究がなされたとは承知していない･
2)例えば,農林中金総合研究所篇『国内農産物の先物取引』 (家の光協会, 2001)参照･
3)筆者が統計情報部に勤務していた昭和55-56年,小豆に関する統計のみは,決裁者を一部に限定
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するなど取扱いが極めて厳毒に行われていた.
4)本年6月に駐日英国大使の講演(英国における政と官)を聴く機会があった.その中で本稿に関連
して注目すべき点は,次のとおり.なお, 3点目は, ｢けじめがつかないということであれは,云々｣,
｢報道機関-の発言やツイツタ-を通じた指示｣を了とする我が国の政治風土との違いを強く感じさせ
るものがある.
･すべての主要な決定は,政府(大臣の集合体)のmemberにより実施.政府のmemberの政党との
異同を問わず,他の国会議員は含まれず.なお,大臣は議会に対して決定の説明責任あり.
･公務員と国会議員との接触には,大臣による明確な認可が必要.国会議員が情報の請求や説明をし
たい場合には,大出に対して行うこと必要.議員の国会質問や手紙に対しては大臣が署名する文書
で回答(その個人的な責任で)
･公務員は大臣に対して様々な選択肢を,適正で, cost効率が良く,英国の国内外の国益にかなう見
解から,勧告･提案をすることがIHI.最終的な発言権を持っているのは人臣のみで,政策に反対す
る幹部職員等に対しては,署名入りの大臣文書で指示を発出.
5)篠原農林水産副大臣は9月9日の記者会見で, ｢この予算編成の政治主導なってない｣, ｢白民党政権
であれは,部会が開かれて,予算の概算要求について,党がわん　わん言ってたはず｣, ｢〔概算要求の
前に農林水産〕部門会議12Ldやって,党の,磨,意見も入れて直しましたけれど,他の分野でやっ
てるところはひとつもなかった｣と発言している.
6)野党となった自民党も,与党時代と同様,役人の出席･説明を求め,論議を進めている.
7)国家公務員法(昭和22年法律第120号)は,第2条第3項で,国会議員(就任について選挙による
ことを必要とし,あるいは国会の両院又は一院の議決又は同意によることを必要とする職員-第9 iH,
国会議員の秘書(第15号)を特別職のL3=B家公務員とし,第100条で｢職務上知ることのできた秘密
を漏らしてはならない.その職を退いた後といえども同様とする｣と規定している.
8)服部秀一『インサイダー取引のすべて』 ((杜)商事法務研究会,2001)は,米国におけるインサイダー
取引の処罰の根拠,範囲について,次の三つ見解を紹介している.
(丑情報所有論は,重要な会社の内部情報についてすべての投資家は平等に接近し,それを知ること
ができなくてはならず,内部情報を知るものがなす取引は不公正であるとする.
②信任義務論は,インサイダー取引は,発行会社,その株主に対する信任義務または忠実義務違反
であるとする.
③不正流用論は,インサイダー取引は,発行会社の内部情報を不正に流用しているとする.
9)我が国の商品取引所-の上場は,政令で定められている商晶に限られるが,外国の地引所でのL場に
は制限がないことにも留意する必要がある.なお,金融商晶だが,シンガポール取引所(SGX)には
日経平均先物が上場されている.
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